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(57)【要約】
　フィットネス機器（１）は、可動部材（２）と、空中
映像表示デバイス（４）と、非接触入力デバイス（５）
とを備えている。利用者の運動に伴って可動部材（２）
が変位する。空中映像表示デバイス（４）は、フィット
ネス機器（１）の設定を入力するための入力画面（Ｍ）
を映像として空中に表示する。非接触入力デバイス（５
）は、空中に表示された入力画面（Ｍ）の所定位置にお
ける指示物を非接触で検知して、設定の入力を受け付け
る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可動部材を有し、利用者の運動に伴って前記可動部材が変位するフィットネス機器であ
って、
　該フィットネス機器の設定を入力するための入力画面を映像として空中に表示する空中
映像表示デバイスと、
　空中に表示された前記入力画面の所定位置における指示物を非接触で検知して、前記設
定の入力を受け付ける非接触入力デバイスとを備えている、フィットネス機器。
【請求項２】
　前記空中映像表示デバイスは、前記入力画面を、該空中映像表示デバイスと利用者との
間の空中に表示する、請求項１に記載のフィットネス機器。
【請求項３】
　映像光を出射する表示素子をさらに備え、
　前記空中映像表示デバイスは、前記表示素子からの前記映像光を、平面視で直交する複
数の反射面を介して空中に導くことにより、前記入力画面を空中に表示する、コーナーミ
ラー方式の表示デバイスである、請求項１または２に記載のフィットネス機器。
【請求項４】
　映像光を出射する表示素子をさらに備え、
　前記空中映像表示デバイスは、前記表示素子からの前記映像光を、凹面ミラーを介して
空中に導くことにより、前記入力画面を空中に表示する、凹面ミラー方式の表示デバイス
である、請求項１または２に記載のフィットネス機器。
【請求項５】
　前記空中映像表示デバイスは、前記入力画面のホログラム映像を生成するホログラム生
成ユニットを含み、前記ホログラム映像を空中に表示する、ホログラム方式の表示デバイ
スである、請求項１または２に記載のフィットネス機器。
【請求項６】
　前記非接触入力デバイスは、赤外線を用いた動体検知によって、前記指示物を非接触で
検知する、請求項１から５のいずれかに記載のフィットネス機器。
【請求項７】
　該フィットネス機器を使用している利用者にのみ音声情報を提供する指向性音響システ
ムをさらに備えている、請求項１から６のいずれかに記載のフィットネス機器。
【請求項８】
　利用者の生体情報を非接触で検知する生体情報検知部をさらに備えている、請求項１か
ら７のいずれかに記載のフィットネス機器。
【請求項９】
　前記生体情報は、利用者の心拍数、血圧、血流の少なくともいずれかの情報を含む、請
求項８に記載のフィットネス機器。
【請求項１０】
　前記空中映像表示デバイスは、広告情報を空中に表示する、請求項１から９のいずれか
に記載のフィットネス機器。
【請求項１１】
　前記指示物の断面形状は、楕円形状である、請求項１から１０のいずれかに記載のフィ
ットネス機器。
【請求項１２】
　前記指示物は、利用者の指である、請求項１から１１のいずれかに記載のフィットネス
機器。
【請求項１３】
　請求項１から１２のいずれかに記載のフィットネス機器と、
　前記フィットネス機器から通信回線を介して送信される、前記可動部材の変位に基づい
て得られる利用者の運動情報を蓄積し、管理する管理サーバーとを備えている、フィット
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ネスシステム。
【請求項１４】
　前記管理サーバーは、
　前記運動情報を蓄積するサーバー側記憶部と、
　前記サーバー側記憶部に蓄積された前記運動情報をもとに、利用者の一定期間の運動の
統計を作成する情報処理部とを備えている、請求項１３に記載のフィットネスシステム。
【請求項１５】
　前記管理サーバーは、
　前記統計を含む利用者固有情報の、前記フィットネス機器への送信を制御するサーバー
側制御部をさらに備え、
　前記フィットネス機器は、前記サーバー側制御部の制御によって、前記利用者固有情報
が該フィットネス機器に送信されたときに、前記空中映像表示デバイスによって前記利用
者固有情報を空中に表示させる、請求項１４に記載のフィットネスシステム。
【請求項１６】
　前記フィットネス機器の前記空中映像表示デバイスは、前記管理サーバーに対して、前
記フィットネス機器への前記利用者固有情報の送信を指示するための指示画面を空中に表
示し、
　前記フィットネス機器は、
　前記非接触入力デバイスが前記指示画面における指示入力を非接触で検知した場合に、
前記管理サーバーに対して、前記利用者固有情報の前記フィットネス機器への送信を指示
する機器側制御部を備え、
　前記サーバー側制御部は、前記機器側制御部から前記利用者固有情報の送信指示があっ
たときに、前記利用者固有情報を前記フィットネス機器に送信する、請求項１５に記載の
フィットネスシステム。
【請求項１７】
　前記統計を含む利用者固有情報を印刷するプリンタをさらに備えている、請求項１４か
ら１６のいずれかに記載のフィットネスシステム。
【請求項１８】
　前記統計を含む利用者固有情報は、前記管理サーバーと通信可能に接続される外部端末
機器からの指示に基づいて、前記管理サーバーから前記外部端末機器に送信され、前記外
部端末機器の表示部に表示される、請求項１４から１７のいずれかに記載のフィットネス
システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、利用者の運動を促進するフィットネス機器と、そのフィットネス機器を含む
フィットネスシステムとに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、フィットネス機器として、トレッドミルやフィットネスバイク（自転車型フ
ィットネス機器）などの機器が知られている。フィットネス機器には、通常、利用者が機
器の設定を入力するための入力部（操作部）や、利用者の運動の状況を表示する表示部が
設けられている。例えばトレッドミルでは、入力部での入力により、可動部材（ベルト）
の移動速度や傾斜度などが設定され、表示部には、利用者がランニングしているときの走
行距離や走行時間などが表示される。入力部と表示部とは、タッチパネル表示装置（以下
、タッチパネルと略称することもある）によって一体的に構成することも可能である。
【０００３】
　このようなフィットネス機器の一例が特許文献１に開示されている。特許文献１では、
フィットネス機器を利用する利用者の運動中において、可動部材の傾斜度が大きくなった
り、移動速度が増加したときに、表示部に表示されるグラフィカルな情報（例えば可動部
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材の傾斜の変化を示すＬＥＤバー）の表示位置を画面上部に変更し、かつ、そのサイズを
拡大することで、表示情報の視認性を向上させるようにしている。それに加えて、タッチ
パネルの表示アイコンを拡大表示することにより、激しい運動中でもタッチパネルに対し
て入力がしやすくなるものと思われる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－２１１００４号公報（請求項１、段落〔００５５〕～〔０
０５７〕、図１、図８～図１１等参照）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来のフィットネス機器において、入力部、表示部、タッチパネルなどは、利用者の運
動の妨げにならない位置、つまり、運動中の利用者と接触しないように、利用者から離れ
た位置に設けられる。このため、例えば利用者が運動中に機器の設定を変えようとした場
合、利用者が体勢を崩しながら入力部やタッチパネルを操作する必要があり、機器の利便
性が低下していた。また、入力部やタッチパネルには、該フィットネス機器を利用する全
ての利用者が触れるため、直前の利用者の汗が入力部等に付着していることもあり、不衛
生であるのみならず、心理面で不快感が生ずることもあった。
【０００６】
　本発明は、上記の問題点を解決するためになされたもので、その目的は、機器を構成す
るデバイスが利用者の運動を妨げるのを回避しながら、利用者の運動中の入力を容易にし
て機器の利便性を向上させることができ、また、衛生面にも優れたフィットネス機器と、
そのフィットネス機器を備えたフィットネスシステムとを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一側面に係るフィットネス機器は、可動部材を有し、利用者の運動に伴って前
記可動部材が変位するフィットネス機器であって、該フィットネス機器の設定を入力する
ための入力画面を映像として空中に表示する空中映像表示デバイスと、空中に表示された
前記入力画面の所定位置における指示物を非接触で検知して、前記設定の入力を受け付け
る非接触入力デバイスとを備えている。
【０００８】
　本発明の他の側面に係るフィットネスシステムは、上述したフィットネス機器と、前記
フィットネス機器から通信回線を介して送信される、前記可動部材の変位に基づいて得ら
れる利用者の運動情報を蓄積し、管理する管理サーバーとを備えている。
【発明の効果】
【０００９】
　上記の構成によれば、空中映像表示デバイスおよび非接触入力デバイスを、運動中の利
用者と接触しない位置に配置しつつ、入力画面だけを利用者の前方の空中に映像として表
示させて、入力位置の検知、すなわち、入力画面の所定位置における指示物の検知に基づ
く設定入力が可能となる。これにより、機器を構成するデバイスが利用者の運動を妨げる
のを回避しながら、入力画面に対する利用者の運動中の入力を容易にして、機器の利便性
を向上させることができる。また、空中に表示される入力画面は映像であるため、入力画
面に対する入力時に、利用者の汗が入力画面に付着するといったこともなく、衛生面に優
れた機器を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の実施の一形態に係るフィットネス機器を斜め後方から見た斜視図である
。
【図２】上記フィットネス機器の構成を簡略化して示す説明図である。
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【図３】上記フィットネス機器によって空中に表示される入力画面の一例を示す斜視図で
ある。
【図４】上記フィットネス機器の制御系の構成を示すブロック図である。
【図５】上記フィットネス機器が備える空中映像表示デバイスの一例である、コーナーミ
ラー方式の空中映像表示デバイスの概略の構成を模式的に示す斜視図である。
【図６】上記空中映像表示デバイスを、２枚の光学パネルを貼り合わせて構成したときの
、一方の光学パネルに含まれるミラー素子の斜視図である。
【図７】他方の光学パネルに含まれるミラー素子の斜視図である。
【図８】２次元での実像の結像原理を示す説明図である。
【図９】３次元空間での光線の反射を模式的に示す説明図である。
【図１０】３次元空間において、点光源から発せられた複数の光線が、別々の反射面を介
して１点に集光する様子を模式的に示す説明図である。
【図１１】上記空中映像表示デバイスの他の例である、凹面ミラー方式の空中映像表示デ
バイスの概略の構成を模式的に示す説明図である。
【図１２】上記空中映像表示デバイスのさらに他の例である、ホログラム方式の空中映像
表示デバイスの概略の構成を模式的に示す説明図である。
【図１３】上記フィットネス機器が備える非接触入力デバイスの一構成例を示す説明図で
ある。
【図１４Ａ】３次元空間内にフィットする楕円パターンの一例を示す説明図である。
【図１４Ｂ】上記楕円パターンの他の例を示す説明図である。
【図１５】上記フィットネス機器の他の構成を示すブロック図である。
【図１６】利用者の顔表面の輝度変化と、緑色成分の輝度波形とを模式的に示す説明図で
ある。
【図１７】上記入力画面の他の例を示す斜視図である。
【図１８】上記フィットネス機器を含むフィットネスシステムの概略の構成を示す説明図
である。
【図１９】上記フィットネスシステムが有する管理サーバーの概略の構成を示すブロック
図である。
【図２０】上記管理サーバーにて作成された統計の一例を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の実施の一形態について、図面に基づいて説明すれば、以下の通りである。なお
、本明細書において、数値範囲をａ～ｂと表記した場合、その数値範囲に下限ａおよび上
限ｂの値は含まれるものとする。また、本発明は、以下の内容に限定されるものではない
。
【００１２】
　〔フィットネス機器の構成について〕
　図１は、本実施形態のフィットネス機器１を斜め後方から見た斜視図であり、図２は、
フィットネス機器１の構成を簡略化して示す説明図である。なお、以下で示す前後、左右
、上下の各方向は、フィットネス機器１を利用している利用者から見て、前後、左右、上
下の各方向を指すものとする。
【００１３】
　フィットネス機器１は、例えばトレッドミル（ランニングマシン、ウェーキングマシン
）であり、可動部材２と、表示素子３と、空中映像表示デバイス４と、非接触入力デバイ
ス５とを備えており、利用者の運動に伴う可動部材２の変位により、利用者の運動を促進
、支援する。可動部材２、表示素子３、空中映像表示デバイス４および非接触入力デバイ
ス５は、側方から見て略Ｌ字型の機器本体１ａに収容または支持されている。
【００１４】
　可動部材２は、例えば無端状のベルトであり、機器本体１ａの底部１ａ1に支持されて
いる。利用者が可動部材２上を走ったり、歩いたりすることで、可動部材２が変位（移動
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、周回）し、利用者の運動が促進される。可動部材２の負荷は、後述する入力画面Ｍでの
設定入力に基づき、駆動機構２ａ（図４参照）によって調整される。
【００１５】
　表示素子３は、空中映像表示デバイス４によって空中に表示される映像の元となる物体
像（後述する入力画面Ｍと同じ映像）を表示するとともに、表示映像に対応する光（映像
光）を出射する素子であり、例えば液晶パネル（ＬＣＤ）や有機ＥＬ（Electro-Luminesc
ence）表示装置などで構成されている。表示素子３は、機器本体１ａの筐体１ａ2の内部
に配置されている。筐体１ａ2は、底部１ａ1の前方の左右位置から上方に立ち上がった２
本の脚部１ａ3・１ａ3で支持されている。
【００１６】
　空中映像表示デバイス４は、フィットネス機器１の設定を入力するための入力画面Ｍを
空中に映像として表示するデバイスである。空中映像表示デバイス４の詳細については後
述するが、空中映像表示デバイス４が例えばコーナーミラー方式の表示デバイスで構成さ
れる場合、表示素子３の表示面に垂直な方向に対して、空中映像表示デバイス４の光入射
面が４５°の角度で傾くように、空中映像表示デバイス４を配置することにより、空中映
像表示デバイス４に対して表示素子３と面対称となる位置で、かつ、空中映像表示デバイ
ス４と利用者との間の空中に、入力画面Ｍを表示させることができる。したがって、筐体
１ａ2内での表示素子３および空中映像表示デバイス４の配置位置（互いの離間距離や底
部１ａ1に対する角度）を適切に設定することにより、利用者が前方に視認しやすく、か
つ、入力しやすい位置に、入力画面Ｍを表示させることができる。
【００１７】
　図３は、上記した入力画面Ｍの一例を示している。フィットネス機器１の設定としては
、可動部材２の移動速度、負荷、傾斜度のほか、テレビ画面や広告の表示の有無、音声情
報の出力の有無、などがある。入力画面Ｍには、上記設定を入力するための入力ボタン６
が含まれる。入力ボタン６は、テンキー（数値入力キー）、ＵＰ／ＤＯＷＮキー、選択キ
ー、スタートキー、ストップキーなどの各種動作キーで構成される。この他、利用者の体
重や年齢など、消費カロリーの計算に必要な情報を、入力ボタン６を介して入力すること
もできる。なお、入力画面Ｍは映像であるため、入力画面Ｍに含まれる入力ボタン６も映
像である。
【００１８】
　また、入力画面Ｍには、入力されたフィットネス機器１の設定や、利用者の現在の運動
の状況を表示させることもできる。運動の状況としては、例えば、走行距離、平均速度、
走行時間、消費カロリー（体重と走行距離とから概算）などがある。また、可動部材２に
着地センサを内蔵しておければ、着地センサからの情報に基づいて、歩数、歩幅、ピッチ
などを表示させることもできる。
【００１９】
　非接触入力デバイス５は、空中映像表示デバイス４によって空中に表示された入力画面
Ｍの所定位置における指示物Ｖを非接触で検知して、設定の入力を受け付けるデバイスで
ある。非接触入力デバイス５としては、赤外線を用いた動体検知によって、上記指示物Ｖ
を非接触で検知するデバイスを用いることができる。利用者は赤外線を視認できないため
、位置検知（所定位置における指示物Ｖの検知）に赤外線を用いることで、利用者に気付
かれることなく位置検知を行うことができる。なお、非接触入力デバイス５の詳細につい
ては後述する。なお、入力位置を指定するための指示物Ｖは、利用者の指であってもよい
し、ペンであってもよい。
【００２０】
　図４は、フィットネス機器１の制御系の構成を示すブロック図である。フィットネス機
器１は、上記した可動部材２、表示素子３、空中映像表示デバイス４、非接触入力デバイ
ス５のほかに、駆動機構２ａ、記憶部７、計時部８、通信部９および制御部１０（機器側
制御部）を備えている。制御部１０は、フィットネス機器１の各部の動作を制御するＣＰ
Ｕ（Central Processing Unit）で構成されており、記憶部７に記憶されている動作プロ
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グラムを実行し、各部を動作させる。
【００２１】
　駆動機構２ａは、モータやローラを含んで構成され、可動部材２を駆動する。また、駆
動機構２ａは、可動部材２の傾斜度を調整する機械的な調整機構を含む。制御部１０は、
非接触入力デバイス５にて検知された情報に基づいて駆動機構２ａを駆動することにより
、可動部材２の移動速度、負荷、傾斜度を所定の値に設定することができる。
【００２２】
　記憶部７は、フィットネス機器１で取得される情報や、制御部１０を動作させるための
プログラムを記憶するメモリであり、ＲＡＭ、ＲＯＭ、不揮発性メモリなどを含んで構成
されている。フィットネス機器１で取得される情報には、可動部材２の変位に基づいて得
られる利用者の運動情報（例えば走行距離）、入力画面Ｍにて入力され、非接触入力デバ
イス５にて検知されたフィットネス機器１の各種設定、計時部８にて取得された情報（例
えば日時や走行時間）などが含まれる。
【００２３】
　なお、駆動機構２ａのローラの１回転あたりの可動部材２の移動量を予め求めておけば
、ローラの回転数に基づいて可動部材２の移動量、すなわち、利用者の運動時の走行距離
を求めることができる。上述した制御部１０は、上記ローラの回転数に基づいて走行距離
を求める演算回路を含んでいる。
【００２４】
　計時部８は、時間を計時するタイマーであり、例えば利用者の運動の日時や、利用者の
運動時間（例えば走行時間）を計時する。通信部９は、フィットネス機器１と外部機器（
例えば図１８で示す管理サーバー１２０や外部端末機器１３０）との間で情報を送受信す
るためのインターフェースである。
【００２５】
　上記の構成によれば、表示素子３の表示面に、入力画面Ｍの元となる映像が表示される
と、表示素子３からの映像光が空中映像表示デバイス４を介して空中に導かれる。これに
より、フィットネス機器１の設定を入力するための入力画面Ｍが、映像として空中に表示
される。入力画面Ｍにおける入力位置（所定位置における指示物Ｖ）は、非接触入力デバ
イス５によって検知されるため、利用者が、表示された入力画面Ｍの所定位置に指を置く
などして入力位置を指定することにより、フィットネス機器１の設定入力が受け付けられ
る。制御部１０は、非接触入力デバイス５で受け付けた入力に基づいて、駆動機構２ａを
駆動させるなど、フィットネス機器１の各部を動作させる。
【００２６】
　このように、空中映像表示デバイス４によって入力画面Ｍを空中に表示し、非接触入力
デバイス５にて入力画面の所定位置における指示物Ｖを非接触で検知する構成とすること
により、空中映像表示デバイス４および非接触入力デバイス５（以下、これらをまとめて
デバイスとも称する）を、運動中の利用者と接触しない位置に配置しつつ、入力画面Ｍだ
けを、空中で、運動中の利用者が入力しやすい位置（例えば運動中の利用者の前方で、利
用者に近い位置）に配置（表示）することができる。これにより、デバイスによって利用
者の運動を妨げることなく、入力画面Ｍに対する利用者の運動中の入力を容易にすること
ができ（利用者が運動中でも体勢を大きく崩すことなく入力を行うことができ）、フィッ
トネス機器１の利便性を向上させることができる。なお、入力画面Ｍは映像であるため、
入力画面Ｍが運動中の利用者と重なっても、利用者の運動を妨げることはない。また、入
力画面Ｍは映像（実像）として空中に表示されるため、利用者は特殊な眼鏡をかけなくて
も、空中に表示された入力画面Ｍを容易に視認することができる。
【００２７】
　特に、入力画面Ｍは、空中映像表示デバイス４と利用者との間の空中に表示されるため
、利用者が空中映像表示デバイス４の方向を見ることで、空中に表示された入力画面Ｍを
確実に視認することができる。また、入力画面Ｍが利用者と重ならないため、利用者は運
動中でも常に入力画面Ｍを視認することができる。
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【００２８】
　また、空中に表示された入力画面Ｍに対して入力を行うことで、利用者は物理的に存在
するデバイスに一切触れずに入力を行うことができる。しかも、入力画面Ｍは映像である
ため、入力画面Ｍに対する入力時に、利用者の汗が入力画面Ｍに付着するといったことも
ない。これにより、衛生的に優れたフィットネス機器１を実現することができ、心理面で
の不快感（心理的な抵抗）を低減することもできる。
【００２９】
　〔空中映像表示デバイスの詳細について〕
　（コーナーミラー方式）
　上述した空中映像表示デバイス４は、コーナーミラー方式の表示デバイスで構成するこ
とができる。コーナーミラー方式とは、表示素子３からの映像光を、平面視で直交する複
数の反射面を介して空中に導くことにより、空中に映像（入力画面Ｍ）を表示する方式で
ある。コーナーミラー方式では、後述する凹面ミラー方式やホログラム方式に比べて、空
中に表示する映像の解像度が高く、歪みも少ないため、高品位な映像を利用者に視認させ
ることができる。コーナーミラー方式の表示デバイスには、上記複数の反射面が別々の層
に形成された２層タイプと、同じ層に形成された１層タイプとがあるが、表示原理はどち
らも同じであり、どちらを採用してもよい。以下、例として、２層タイプの表示デバイス
について説明する。
【００３０】
　図５は、空中映像表示デバイス４の概略の構成を模式的に示す斜視図である。空中映像
表示デバイス４は、２枚の光学パネル２０・３０を貼り合わせて構成されている。一方の
光学パネル２０は、光学パネル２０・３０の積層方向（例えばＺ方向）に垂直な面内で互
いに垂直な２方向のうちの一方向（例えばＸ方向）に、複数のミラー素子２１を並べて接
着剤で接着することによって形成されている。他方の光学パネル３０は、上記２方向のう
ちの他の方向（例えばＹ方向）に、複数のミラー素子３１を並べて接着剤で接着すること
によって形成されている。
【００３１】
　図６は、１つのミラー素子２１の斜視図である。ミラー素子２１は、直方体状の透明基
板２１ａを有している。透明基板２１ａは、Ｙ方向に延びており、対向する２面（例えば
ＹＺ面に沿った２面）のうちの一方の面に、反射膜２１ｂが蒸着によって形成されている
。なお、反射膜２１ｂは、透明基板２１ａの対向する２面の両面に形成されていてもよい
。
【００３２】
　図７は、１つのミラー素子３１の斜視図である。ミラー素子３１は、直方体状の透明基
板３１ａを有している。透明基板３１ａは、Ｘ方向に延びており、対向する２面（例えば
ＺＸ面に沿った２面）のうちの一方の面に、反射膜３１ｂが蒸着によって形成されている
。なお、反射膜３１ｂは、透明基板３１ａの対向する２面の両面に形成されていてもよい
。
【００３３】
　Ｙ方向に延びる複数のミラー素子２１をＸ方向に隣接して並べることにより、複数の反
射膜２１ｂが、ミラー素子２１のＸ方向の幅に応じた間隔でＸ方向に並んで位置する。同
様に、Ｘ方向に延びる複数のミラー素子３１をＹ方向に隣接して並べることにより、複数
の反射膜３１ｂが、ミラー素子３１のＹ方向の幅に応じた間隔でＹ方向に並んで位置する
。このような複数のミラー素子２１・３１の配置により、各ミラー素子２１の反射膜２１
ｂ（反射面）と各ミラー素子３１の反射膜３１ｂ（反射面）とは、平面視で（Ｚ軸方向か
ら見て）互いに直交する位置関係となる。
【００３４】
　なお、各ミラー素子２１には、互いの接着厚みを均一にするためのスペーサが一体的に
形成されていてもよい。同様に、各ミラー素子３１には、互いの接着厚みを均一にするた
めのスペーサが一体的に形成されていてもよい。
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【００３５】
　上記構成の空中映像表示デバイス４を用いることにより、空中に映像を結像させること
ができる。以下、その結像原理について説明する。
【００３６】
　図８は、２次元（ＺＸ平面内）での実像の結像原理を示している。点光源Ｐから発せら
れた複数の光線は、Ｚ軸に平行な反射面（反射膜２１ｂ）でそれぞれ反射され、Ｘ軸に対
して点光源Ｐとは反対側の位置Ｐ’（点光源ＰとＸ軸に対して対称な位置）に集光する。
これにより、位置Ｐ’にて、点光源Ｐの実像が結像される。
【００３７】
　図９は、３次元空間（ＸＹＺ座標系）での光線の反射を模式的に示している。３次元空
間では、点光源Ｏから発せられた光線Ａを、ＺＸ平面内の光線ａ１と、ＹＺ平面内の光線
ａ２とに分解し、図８に倣って、それぞれの光線ａ１・ａ２のＺＸ平面内またはＹＺ平面
内での反射を考えることで、光線ＡのＺ軸との交点を求めることができる。つまり、ＺＸ
平面内の光線ａ１は、ＹＺ面に平行な反射面（反射膜２１ｂ）で反射された後、Ｚ軸に向
かい、ＹＺ平面内の光線ａ２は、ＺＸ面に平行な反射面（反射膜３１ｂ）で反射された後
、Ｚ軸に向かう。これらの光線ａ１・ａ２は、Ｚ軸上の１点、つまり、点Ｏ’で交わる。
したがって、光線Ａは、反射膜２１ｂおよび反射膜３１ｂにて計２回反射した後、Ｚ軸上
の点Ｏ’に向かうことになる。
【００３８】
　図１０は、３次元空間において、点光源Ｏから発せられた複数の光線が、別々の反射面
を介して１点に集光する様子を模式的に示している。点光源Ｏから発せられた複数の光線
は、図９と同様にして、ＹＺ面に平行な反射面（反射膜２１ｂ）およびＺＸ面に平行な反
射面（反射膜３１ｂ）で反射され、Ｚ軸上の同じ点Ｏ’に集光する。これにより、点Ｏ’
にて、点光源Ｏの実像が結像される。
【００３９】
　つまり、点光源Ｏの位置に表示素子３を配置すると、表示素子３からの映像光は、平面
視で直交する複数の反射面２１ｂ・３１ｂで順に反射されて空中に導かれ、点光源Ｏ’の
位置に集光する。これにより、点光源Ｏ’の位置にて、表示素子３の表示映像の実像（入
力画面Ｍ）が表示される。
【００４０】
　なお、実際には、各反射面の高さ方向（Ｚ軸方向）における光線の入射位置のずれや、
各反射面の配置精度などにより、集光状態にずれが生じるが、このずれは実像の観察にお
いて無視できるほど小さいものとする。また、光線の中には、各反射面で３回以上反射す
るような複雑な経路を辿る光線も存在するが、そのような光線も無視できるものとする。
【００４１】
　（凹面ミラー方式）
　空中映像表示デバイス４は、凹面ミラー方式の表示デバイスであってもよい。凹面ミラ
ー方式とは、表示素子３からの映像光を、凹面ミラーを介して空中に導くことにより、映
像（入力画面Ｍ）を空中に表示する方式である。凹面ミラーは低コストで入手可能なため
、コーナーミラー方式やホログラム方式に比べて、空中映像表示デバイス４を安価に実現
することができる。このような凹面ミラー方式の空中映像表示デバイス４としては、例え
ば米国特許公報第６８１７７１６号明細書に開示の表示デバイスを用いることができる。
【００４２】
　図１１は、上記公報に開示の、凹面ミラー方式の空中映像表示デバイス４の概略の構成
を示す説明図である。表示素子３からの映像光は、ハーフミラー４１に入射し、一部の映
像光はハーフミラー４１を透過し、残りの映像光はハーフミラー４１で反射される。ハー
フミラー４１で反射された映像光は、凹面ミラー４２で反射されて再度ハーフミラー４１
に入射する。そして、ハーフミラー４１を透過した映像光が空中に導かれる。これにより
、表示素子３にて表示された映像の実像（入力画面Ｍ）が空中に表示される。
【００４３】



(10) JP WO2017/047527 A1 2017.3.23

10

20

30

40

50

　（ホログラム方式）
　空中映像表示デバイス４は、ホログラム方式の表示デバイスであってもよい。すなわち
、空中映像表示デバイス４は、入力画面Ｍのホログラム映像を生成するホログラム生成ユ
ニットを含み、上記ホログラム映像を空中に表示するデバイスであってもよい。ホログラ
ム映像を用いることにより、奥行き（立体感）のある映像を表示することができる。した
がって、例えば入力画面Ｍの各入力ボタン６に凹凸をつけて立体感を出すなど、３次元的
な映像表示が容易となる。このようなホログラム方式の空中映像表示デバイス４としては
、例えば米国特許公開公報第２０１４／００３３０５２号明細書に開示の表示デバイスを
用いることができる。なお、空中映像表示デバイス４がホログラム方式の場合、表示素子
３は不要である（空中映像表示デバイス４が空間光変調器を有するため）。
【００４４】
　図１２は、上記公報に開示の、ホログラム方式の空中映像表示デバイス４の概略の構成
を示す説明図である。ホログラム生成ユニット５１は、光源および空間光変調器（ＳＬＭ
；Spacial Light Modulator）を含んでいる。ホログラム生成ユニット５１にて生成され
たホログラム映像を表す光は、凹面鏡５２で反射された後、Ｖ字型プリズム５３を介して
平面鏡５４に入射し、そこで反射された後、凹面鏡５５を介して空中に導かれる。これに
より、ホログラム映像（入力画面Ｍ）が空中に表示される。なお、Ｖ字型プリズム５３を
移動させることにより、ホログラム映像のフォーカス調整を行うことが可能である。また
、ホログラム生成ユニット５１にて、利用者の左右の眼に対応して異なるホログラム映像
を生成し、軸５４ａを中心として平面鏡５４を微小角度（例えば３°）回転させることに
より、利用者は、左右の眼で異なるホログラム映像を視認することができる。
【００４５】
　〔非接触入力デバイスの詳細について〕
　次に、上述した非接触入力デバイス５の詳細について説明する。赤外線を用いて動体検
知を行う非接触入力デバイス５としては、例えば、マイクロソフト社のＫｉｎｅｃｔ（登
録商標）や、リープモーション社のＬＥＡＰ　ＭＯＴＩＯＮ（登録商標）コントローラな
ど、公知のデバイスを用いることができる。これらのデバイスは小型であるが、高精度な
位置検知が可能である。
【００４６】
　Ｋｉｎｅｃｔ（登録商標）には、Light Coding方式が採用されたセンサと、ＴＯＦ（Ti
me of Flight）方式が採用されたセンサとの２種類がある。前者のセンサは、赤外線パタ
ーンを投光するＩＲプロジェクタと、投光された赤外線パターンを読み取るＩＲカメラと
を備えており、動体に投光した赤外線パターンをＩＲカメラで撮影し、（工場出荷時にキ
ャリブレーションしておいた）パラメータを用いて、三角測量により画像上の各点のデプ
ス（位置）を算出する。
【００４７】
　すなわち、Light Coding方式では、「キャリブレーション（準備）」と「テスト（実際
の撮影）」との２段階で位置検知が行われる。「キャリブレーション」では、既知のパタ
ーンについて「パターン中の各点がどれだけ移動（シフト）すると、デプスがどれだけ変
化するか」というパラメータを、単純で正確な物体（平面や立方体など）を撮影すること
によって予め求めておく。そして、「テスト」では、撮影した画像の各点が既知パターン
のどの位置に相当するかを画像処理（テンプレートマッチングなど）によって求め、あと
は「キャリブレーション」で求めておいたパラメータから、その画素のデプスを計算する
。
【００４８】
　一方、後者のセンサ（ＴＯＦ方式のセンサ）は、パルス変調された赤外線を投光するプ
ロジェクタと、赤外線カメラとを備えており、動体に投光した赤外線が反射して戻ってく
る時間を計測し、上記時間と赤外線の移動速度とから、動体の各点までの距離（位置情報
）を得る。
【００４９】
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　ＬＥＡＰ　ＭＯＴＩＯＮ（登録商標）コントローラは、図１３に示すように、本体６０
に、赤外線を出射する３つの光源６１ａ・６１ｂ・６１ｃと、光源６１ａ・６１ｂの間に
配置される左カメラ６２Ｌと、光源６１ｂ・６１ｃの間に配置される右カメラ６２Ｒとを
備えている。左カメラ６２Ｌおよび右カメラ６２Ｒで撮影された画像から、指の外形によ
って遮蔽された３次元空間６３（Visual Hull）が算出される。指先やペン先の断面６４
を楕円形状と考えた場合、上記楕円形状が３次元空間６３内でフィットした場合には、そ
の楕円の位置を、指先やペン先の位置として検知することができる。
【００５０】
　ここで、３次元空間６３内にフィットする楕円のパターンとしては、図１４Ａおよび図
１４Ｂの２通りのパターンが考えられる。しかし、指やペン等の形状および構造（断面楕
円の長軸と短軸との長さの比）を考えると、楕円は一義的に図１４Ａのパターンに決まり
、図１４Ｂのパターンは排除される。したがって、３次元空間６３を算出し、その３次元
空間６３内にフィットする楕円の位置を把握することにより、指先やペン先による入力位
置を高速、高精度で検知することが可能となる。
【００５１】
　〔フィットネス機器の他の構成について〕
　図１５は、フィットネス機器１の他の構成を示すブロック図である。フィットネス機器
１は、図２および図４等で示した構成に加えて、指向性音響システム１１および生体情報
検知部１２の少なくとも一方をさらに備えた構成であってもよい。
【００５２】
　指向性音響システム１１は、フィットネス機器１を使用している利用者にのみ音声情報
を提供するシステムであり、音声情報を提供する範囲が上記利用者に限られている（指向
性が非常に狭い）。このような指向性音響システム１１としては、例えばヤマハ社のＴＬ
Ｆスピーカー（ＴＬＦ－ＳＰ１－Ｂ２Ｘ１など）、三菱電機エンジニアリング社の指向性
音響システム（ＭＳＰ－５０Ｅ－１など）を用いることができる。上記音声情報には、音
楽、テレビの音声、ラジオの音声のみならず、現在運動中の利用者の運動情報（走行速度
、走行距離）の音声、広告（宣伝）の音声などが含まれる。音声情報の提供の有無の設定
、および提供する音声情報の選択は、利用者が入力画面Ｍでの入力によって行うことがで
きる。
【００５３】
　指向性音響システム１１により、フィットネス機器１を使用している利用者にのみ音声
情報が提供され、例えば隣りの機器を利用している利用者には上記音声情報が提供されな
い。このため、利用者は周囲に気を遣うことなく、気軽にかつ自由に音声情報を聞き、楽
しむことができる。
【００５４】
　生体情報検知部１２は、利用者の生体情報を非接触で検知する機構である。上記生体情
報は、利用者の心拍数（脈拍数）、血圧、血流の少なくともいずれかの情報を含んでいる
。検知された生体情報は、空中映像表示装置４により、入力画面Ｍ内または入力画面Ｍと
並べて空中に表示されてもよいし、記憶部７に記憶されてもよいし、通信部９を介して外
部のサーバーに送信されてもよい。
【００５５】
　ここで、脈拍の検知においては、例えば、株式会社富士通研究所が開発した「顔の画像
からリアルタイムに脈拍を計測する技術」を生体情報検知部１２に適用してもよい。この
場合、生体情報検知部１２は、利用者の顔画像を撮影する撮像部（カメラ）と、撮影画像
のデータを用いた演算処理によって生体情報（脈拍数）を求める演算部と含んで構成され
る。
【００５６】
　図１６は、利用者の顔表面の輝度変化と、緑色成分の輝度波形とを模式的に示している
。株式会社富士通研究所が開発した上記技術では、血液中に含まれるヘモグロビンが緑色
の光を吸収する特性に着目し、血流から生じると考えられる顔表面の輝度変化を捉えるた
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め、カメラで撮影した利用者の顔の動画像から、取得フレームごとに顔領域の色成分（赤
色成分・緑色成分・青色成分）のそれぞれの平均値を求め、３つの色成分に共通するノイ
ズを除去し、緑色成分について輝度波形を抽出する。そして、緑色成分の輝度波形のピー
ク数から脈拍数を計算する。これにより、短時間での脈拍測定が可能となる。なお、上記
の他に、旭化成株式会社の融合ソリューション研究所が開発した非接触脈波検出技術を生
体情報検知部１２に適用して、脈拍数を非接触で検知してもよい。
【００５７】
　血流については、例えば株式会社ニューロサイエンスの非接触型のレーザー血流計（例
えばＦＬＯ－Ｎ１）、株式会社インテグラルのレーザースペックル血流画像化装置（例え
ばPeriCam PSI）を生体情報検知部１２として用いることにより、利用者の血流を非接触
で検知することができる。
【００５８】
　血圧については、例えば特開２０１５－０５４２２３号公報や特開２０１４－２３０６
７１号公報に記載の装置を生体情報検知部１２として用いることにより、利用者の血圧を
非接触で検知することができる。
【００５９】
　以上のように、生体情報検知部１２が利用者の生体情報を非接触で検知することにより
、生体情報の測定のために、利用者に運動を中止させる必要がない。つまり、利用者に運
動を継続させたまま、生体情報を測定できる。また、例えばカフを腕に巻き付けて血圧を
測定する接触式の測定では、カフによる圧迫感が生じることもあるが、上記のように非接
触で生体情報を検知する場合、利用者は圧迫感や違和感を抱くこともない。また、生体情
報は、利用者の心拍数、血圧、血流の少なくともいずれかの情報を含んでいるので、心拍
数等に基づいて利用者の体調を適切に管理することができる。
【００６０】
　〔広告表示について〕
　上述した空中映像表示デバイス４は、広告情報を空中に表示してもよい。つまり、表示
素子３に上記広告情報を表示し、空中映像表示デバイス４によって上記広告情報の実像を
空中に表示するようにしてもよい。このとき、広告情報は、入力画面Ｍ内に表示されても
よいし、入力画面Ｍの外部に（例えば入力画面Ｍと並べて）表示されてもよい。
【００６１】
　図１７は、空中映像表示デバイス４によって空中に表示される入力画面Ｍの他の例を示
している。入力画面Ｍ内には、広告情報Ｓが表示されている。広告情報Ｓとしては、例え
ば、フィットネス機器１が設置されているスポーツクラブ内で販売されているスポーツ用
品、スポーツウェア、サプリメントなどの商品情報、各種イベントや大会の告知の情報、
スポーツ関連メーカーが販売する新製品の情報、などがある。なお、広告主は、必要に応
じて、フィットネス機器１を管理している会社に対して広告宣伝費を支払うことになる。
利用者が興味のある商品については、表示された商品に指を当て、非接触入力デバイス５
によって入力位置（所定位置における利用者の指）を検知することにより、上記商品の詳
細を表示することもできるし、上記商品を販売する会社のホームページを表示することも
できる。
【００６２】
　このように、空中映像表示デバイス４が広告情報Ｓを空中に表示することにより、利用
者に対して広告宣伝活動を行うことができる。また、上述のように、利用者は、表示され
た広告情報Ｓからホームページ等にアクセスして追加情報を取得することもできる。
【００６３】
　〔フィットネスシステムについて〕
　図１８は、フィットネス機器１を含むフィットネスシステム１００の概略の構成を示す
説明図である。上述したフィットネス機器１を、通信回線１１０を介して管理サーバー１
２０と接続することにより、フィットネスシステム１００を構築することができる。管理
サーバー１２０は、フィットネス機器１の可動部材２の変位に基づいて得られる利用者の
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運動情報（例えば走行距離、走行速度）、および生体情報検知部１２（図１５参照）にて
検知された生体情報（例えば心拍数、血圧、血流の情報）を蓄積し、管理する。つまり、
フィットネス機器１で取得された情報（運動情報、生体情報）は、通信回線１１０を介し
て管理サーバー１２０に送信され、管理サーバー１２０にて利用者ごとに管理される。
【００６４】
　図１９は、管理サーバー１２０の概略の構成を示すブロック図である。管理サーバー１
２０は、記憶部１２１（サーバー側記憶部）と、情報処理部１２２と、通信部１２３と、
制御部１２４（サーバー側制御部）とを備えている。記憶部１２１は、上記した運動情報
、生体情報および後述する統計を蓄積するとともに、制御部１２４の動作プログラムを記
憶する。この記憶部１２１は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、不揮発性メモリ、ハードディスクなどを
含んで構成されている。
【００６５】
　情報処理部１２２は、記憶部１２１に蓄積された運動情報をもとに、利用者の一定期間
の運動の統計を作成するブロックであり、例えば情報処理や演算処理を行う回路や専用基
板を含んで構成される。上記の統計としては、例えば、利用者の積算走行距離や平均速度
の推移などがある。通信部１２３は、外部との間で情報を送受信するためのインターフェ
ースである。
【００６６】
　制御部１２４は、管理サーバー１２０の各部の動作を制御するＣＰＵで構成されており
、記憶部１２１に記憶されている動作プログラムを実行し、各部を動作させる。この制御
部１２４は、利用者固有情報のフィットネス機器１への送信も制御している。なお、上記
の利用者固有情報とは、上記統計をはじめ、記憶部１２１に蓄積された利用者の過去の運
動情報や生体情報など、利用者に固有の情報を指す。
【００６７】
　上記の構成において、フィットネス機器１で取得された運動情報や生体情報は、通信回
線１１０を介して管理サーバー１２０に送信され、記憶部１２１に蓄積される。そして、
情報処理部１２２により、上記運動情報をもとに、利用者ごとに一定期間の運動の統計が
作成される。図２０は、上記統計の一例として、利用者の過去３週間の走行距離の統計（
積算走行距離）を示している。
【００６８】
　上記統計を含む利用者固有情報は、フィットネス機器１からの送信指示を受けて、制御
部１２４の制御により、管理サーバー１２０からフィットネス機器１に送信される。
【００６９】
　ここで、利用者固有情報のフィットネス機器１への送信手順は、以下の通りである。ま
ず、フィットネス機器１の空中映像表示デバイス４は、管理サーバー１２０に対して、フ
ィットネス機器１への利用者固有情報の送信を指示するための指示画面を空中に表示する
。この指示画面は、空中に表示された入力画面Ｍ内にあってもよいし、入力画面Ｍの外側
にあってもよい。そして、非接触入力デバイス５が上記指示画面における指示入力を非接
触で検知すると、制御部１０は、管理サーバー１２０に対して、利用者固有情報のフィッ
トネス機器１への送信を指示する。管理サーバー１２０の制御部１２４は、フィットネス
機器１からの上記送信指示を受けて、利用者固有情報をフィットネス機器１に送信する。
【００７０】
　利用者固有情報がフィットネス機器１に送信されると、その利用者固有情報は、空中映
像表示デバイス４によって空中に表示される。つまり、表示素子３に利用者固有情報が表
示され、その表示映像の実像が空中映像表示デバイス４によって空中に表示される。なお
、空中映像の表示（表示素子３での映像の表示）は、制御部１０によって制御される。
【００７１】
　以上のように、フィットネスシステム１においては、フィットネス機器１で取得された
情報（運動情報、非接触検知による生体情報）が、管理サーバー１２０に送信されてそこ
で一括管理されるため、これらの情報を統合して、健康面でのトータルケアに利用するこ
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とができる。
【００７２】
　また、管理サーバー１２０にて、情報処理部１２２が、利用者の一定期間の運動の統計
を作成することにより、その統計を出力して（上記の例では空中映像として表示して）、
利用者に提示することができる。これにより、利用者はその統計を参考にして、今後の運
動の予定（プログラム）を立てることができる。例えば、積算走行距離の伸び方を見て、
今後の走行距離を増やす（運動が足りていない場合）／減らす（疲労回復に努める場合）
などの判断が可能となる。
【００７３】
　また、上記統計を含む利用者固有情報は、フィットネス機器１に送信され、そこで空中
映像として表示されるため、利用者は、フィットネス機器１を利用して運動している最中
に、空中に表示された利用者固有情報を見て、現在の運動量（例えば走行距離）を増やす
べきか否かなど、運動の程度をその場で考えることができる。
【００７４】
　また、上記の利用者固有情報は、フィットネス機器１からの送信指示に基づいて、管理
サーバー１２０からフィットネス機器１に送信されるため、利用者が必要な場合のみ、利
用者固有情報を利用者にフィードバックして健康管理に役立てることができる。また、上
記送信指示は、空中に表示された指示画面（空中映像）での指示入力に基づいて行われる
ため、利用者は運動中でも簡単に送信指示ができ、便利である。
【００７５】
　ところで、フィットネスシステム１００は、図１８に示すように、プリンタ１３０を有
していてもよい。そして、上記した利用者固有情報は、プリンタ１３０にて印刷されても
よい。なお、図１８では、プリンタ１３０は、管理サーバー１２０と接続されている例を
示しているが、フィットネス機器１と接続されていてもよい。
【００７６】
　プリンタ１３０によって利用者固有情報が印刷されることにより、利用者は印刷された
利用者固有情報を見て、運動の状況を確実に把握することができる。また、印刷物を保存
して、必要なときに利用者固有情報を確認することもできる。
【００７７】
　また、上記の利用者固有情報は、管理サーバー１２０と通信可能に接続される外部端末
機器１４０からの送信指示に基づいて、管理サーバー１２０から外部端末機器１４０に送
信され、外部端末機器１４０の表示部１４０ａに表示されてもよい。なお、外部端末機器
１４０としては、例えば利用者個人が所有しているパーソナルコンピュータや、スマート
フォンなどの携帯情報端末を考えることができる。
【００７８】
　外部端末機器１４０からの管理サーバー１２０へのアクセスにより、利用者固有情報が
外部端末機器１４０に送信され、表示部１４０ａに表示されるため、例えば利用者の自宅
や外出先で、利用者固有情報を確認して、今後の健康管理に役立てることが可能となる。
【００７９】
　なお、フィットネスシステム１００は、さらに、通信機能を備えた計測機器（例えば体
重計や体脂肪計）を含み、管理サーバー１２０と通信可能に接続されていてもよい。この
場合、管理サーバー１２０の記憶部１２１には、フィットネス機器１から送信される情報
に加えて、上記計測機器から送信されるデータ（例えば体重や体脂肪率に関するデータ）
が記憶されてもよい。また、スマートフォンなどの外部端末機器１４０で手入力されたデ
ータ（例えば身長や年齢に関するデータ）が、記憶部１２１に記憶されてもよい。
【００８０】
　〔その他〕
　本実施形態では、フィットネス機器１としてトレッドミルを想定したが、その他、フィ
ットネスバイク（自転車型フィットネス機器）、楕円運動マシン、ステッパマシン、ロー
イングマシン、スキー・シミュレーションマシン、脚プレスマシン、クライミングマシン



(15) JP WO2017/047527 A1 2017.3.23

10

20

30

40

50

、振子運動マシン、重量プルダウンマシン、ベンチプレスマシン、スクワットマシン、腹
筋運動マシン、などの機器についても、本実施形態の構成を適用することができる。例え
ば、運動時の負荷、往復運動の回数、運動時間、プログラムなどの何らかの設定を入力画
面にて入力する必要のある機器については、入力画面を空中に表示させてその入力画面の
所定位置における指示物を非接触で検知する本実施形態の構成を適用することができる。
このとき、利用者の運動に伴って変位する可動部材２としては、利用者の足が接触するベ
ルトやペダル、利用者の手で把持されるハンドグリップ、利用者の身体の他の部位（脛、
肩、大腿部など）が接触するパッド部などを想定することができる。
【００８１】
　以上で説明した本実施形態のフィットネス機器およびフィットネスシステムは、以下の
ように表現されてもよい。
【００８２】
　本実施形態のフィットネス機器は、可動部材を有し、利用者の運動に伴って前記可動部
材が変位するフィットネス機器であって、該フィットネス機器の設定を入力するための入
力画面を映像として空中に表示する空中映像表示デバイスと、空中に表示された前記入力
画面の所定位置における指示物を非接触で検知して、前記設定の入力を受け付ける非接触
入力デバイスとを備えている。
【００８３】
　前記空中映像表示デバイスは、前記入力画面を、該空中映像表示デバイスと利用者との
間の空中に表示することが望ましい。
【００８４】
　前記フィットネス機器は、映像光を出射する表示素子をさらに備え、前記空中映像表示
デバイスは、前記表示素子からの前記映像光を、平面視で直交する複数の反射面を介して
空中に導くことにより、前記入力画面を空中に表示する、コーナーミラー方式の表示デバ
イスであってもよい。
【００８５】
　前記フィットネス機器は、映像光を出射する表示素子をさらに備え、前記空中映像表示
デバイスは、前記表示素子からの前記映像光を、凹面ミラーを介して空中に導くことによ
り、前記入力画面を空中に表示する、凹面ミラー方式の表示デバイスであってもよい。
【００８６】
　前記空中映像表示デバイスは、前記入力画面のホログラム映像を生成するホログラム生
成ユニットを含み、前記ホログラム映像を空中に表示する、ホログラム方式の表示デバイ
スであってもよい。
【００８７】
　前記非接触入力デバイスは、赤外線を用いた動体検知によって、前記指示物を非接触で
検知してもよい。
【００８８】
　前記フィットネス機器は、該フィットネス機器を使用している利用者にのみ音声情報を
提供する指向性音響システムをさらに備えていてもよい。
【００８９】
　前記フィットネス機器は、利用者の生体情報を非接触で検知する生体情報検知部をさら
に備えていてもよい。
【００９０】
　前記生体情報は、利用者の心拍数、血圧、血流の少なくともいずれかの情報を含んでい
てもよい。
【００９１】
　前記空中映像表示デバイスは、広告情報を空中に表示してもよい。
【００９２】
　前記指示物の断面形状は、楕円形状であってもよい。
【００９３】
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　前記指示物は、利用者の指であってもよい。
【００９４】
　本発明の他の側面に係るフィットネスシステムは、上述したフィットネス機器と、前記
フィットネス機器から通信回線を介して送信される、前記可動部材の変位に基づいて得ら
れる利用者の運動情報を蓄積し、管理する管理サーバーとを備えている。
【００９５】
　前記管理サーバーは、前記運動情報を蓄積するサーバー側記憶部と、前記サーバー側記
憶部に蓄積された前記運動情報をもとに、利用者の一定期間の運動の統計を作成する情報
処理部とを備えていてもよい。
【００９６】
　前記管理サーバーは、前記統計を含む利用者固有情報の、前記フィットネス機器への送
信を制御するサーバー側制御部をさらに備え、前記フィットネス機器は、前記サーバー側
制御部の制御によって、前記利用者固有情報が該フィットネス機器に送信されたときに、
前記空中映像表示デバイスによって前記利用者固有情報を空中に表示させてもよい。
【００９７】
　前記フィットネス機器の前記空中映像表示デバイスは、前記管理サーバーに対して、前
記フィットネス機器への前記利用者固有情報の送信を指示するための指示画面を空中に表
示し、前記フィットネス機器は、前記非接触入力デバイスが前記指示画面における指示入
力を非接触で検知した場合に、前記管理サーバーに対して、前記利用者固有情報の前記フ
ィットネス機器への送信を指示する機器側制御部を備え、前記サーバー側制御部は、前記
機器側制御部から前記利用者固有情報の送信指示があったときに、前記利用者固有情報を
前記フィットネス機器に送信してもよい。
【００９８】
　前記フィットネスシステムは、前記統計を含む利用者固有情報を印刷するプリンタをさ
らに備えていてもよい。
【００９９】
　前記統計を含む利用者固有情報は、前記管理サーバーと通信可能に接続される外部端末
機器からの指示に基づいて、前記管理サーバーから前記外部端末機器に送信され、前記外
部端末機器の表示部に表示されてもよい。
【産業上の利用可能性】
【０１００】
　本発明は、フィットネス機器およびフィットネスシステムに利用可能である。
【符号の説明】
【０１０１】
　　　１　　　フィットネス機器
　　　２　　　可動部材
　　　３　　　表示素子
　　　４　　　空中映像表示デバイス
　　　５　　　非接触入力デバイス
　　１０　　　制御部（機器側制御部）
　　１１　　　指向性音響システム
　　１２　　　生体情報検知部
　１００　　　フィットネスシステム
　１１０　　　通信回線
　１２０　　　管理サーバー
　１２１　　　記憶部（サーバー側記憶部）
　１２２　　　情報処理部
　１２４　　　制御部（サーバー側制御部）
　１３０　　　プリンタ
　１４０　　　外部端末機器
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　１４０ａ　　表示部
　　　Ｍ　　　入力画面
　　　Ｓ　　　広告情報
　　　Ｖ　　　指示物

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】 【図７】
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【図９】 【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４Ａ】
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【図１４Ｂ】 【図１５】
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【図１８】
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【図２０】



(22) JP WO2017/047527 A1 2017.3.23

10

20

30

40

【国際調査報告】



(23) JP WO2017/047527 A1 2017.3.23

10

20

30

40



(24) JP WO2017/047527 A1 2017.3.23

10

20

30

40



(25) JP WO2017/047527 A1 2017.3.23

10

20

30

40



(26) JP WO2017/047527 A1 2017.3.23

10

20

30

40



(27) JP WO2017/047527 A1 2017.3.23

10

20

30

40



(28) JP WO2017/047527 A1 2017.3.23

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ａ６１Ｂ   5/00     (2006.01)           Ａ６１Ｂ    5/00     　　　Ｄ        ５Ｄ２２０
   Ｇ０６Ｆ   3/0481   (2013.01)           Ａ６１Ｂ    5/00     １０１Ａ        ５Ｅ５５５
   Ｇ０６Ｆ   3/0487   (2013.01)           Ｇ０６Ｆ    3/0481   １５０　        　　　　　
   Ｇ０６Ｆ   3/0346   (2013.01)           Ｇ０６Ｆ    3/0487   　　　　        　　　　　
   Ｈ０４Ｒ   3/00     (2006.01)           Ｇ０６Ｆ    3/0346   ４２１　        　　　　　
   　　　　                                Ｈ０４Ｒ    3/00     ３１０　        　　　　　

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,ST,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,T
J,TM),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,R
O,RS,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,
BA,BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,H
N,HR,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JP,KE,KG,KN,KP,KR,KW,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA
,NG,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,
TZ,UA,UG

Ｆターム(参考) 5B087 AA07  AA09  AB09  BC12  BC13  BC32  CC09  CC33  CC47  DE03 
　　　　 　　  5D220 AA05  AB06 
　　　　 　　  5E555 AA04  AA11  AA27  AA71  AA76  BA90  BB40  BC01  BD01  BE10 
　　　　 　　        BE16  CA42  CB33  CB34  CB66  CB69  CC03  DA11  DA23  DD06 
　　　　 　　        DD07  EA02  EA05  EA11  EA22  FA00 

（注）この公表は、国際事務局（ＷＩＰＯ）により国際公開された公報を基に作成したものである。なおこの公表に
係る日本語特許出願（日本語実用新案登録出願）の国際公開の効果は、特許法第１８４条の１０第１項(実用新案法 
第４８条の１３第２項）により生ずるものであり、本掲載とは関係ありません。


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

